
総務部

総務課

-35-



2 1 1

○ 人権啓発研修会の開催

　 ・

○ 街頭啓発活動の実施

・ 11月８日の日高市民まつり（１日目）の来場者に、人権に関する啓発物品を配布しました。

○

【成果数値】

○ 男女共同参画啓発事業

・

・

・

・

○ 日高市男女共同参画審議会を３回（８月28日、10月14日、１月20日）開催しました。

○ 毎月第２・４木曜日に女性相談を実施しました。

【成果数値】

24回

令和２年度

2回

48人

1,409,800

24回 24回

令和４年度

24回

42.3% 42.0%

女性相談件数

44.4%

令和３年度

女性相談回数

審議会などにおける女性委員の割合

44件 56件

46.1%

人権啓発研修会参加者数

事務事業名

42.2%

成果数値

　第５次日高市男女共同参画プランに基づき、男女共同参画社会の実現に向けた事業を実施しまし
た。また、第５次日高市男女共同参画プランが最終年度となることから、令和８年度から令和12年度
までを計画期間とする第６次日高市男女共同参画プランを策定しました。

目

6回2回

3,982,000 2,572,200

59件

43人 16人

445人455人

人権啓発講演会参加者数

人権啓発研修会開催回数

予算現額(円) 支出済額(円)

男女共同参画週間（６月23日から29日まで）に合わせて、図書館に関連図書コーナーを開設し
ました。また、日高市総合福祉センター「高麗の郷」にて「男性を取り巻く環境」をテーマ
に、啓発パネル展示を行いました。

翌年度繰越額(円)

4回

47件49件63件

24回

令和７年度

24回

母子健康手帳取得者に、男性の育児参画を推進するための啓発チラシを配布しました。

44.8%

埼玉県女性キャリアセンターとの共催で、女性向けの在宅ワーカー育成セミナー（９月30日）
と就労支援セミナー（２月２日）をオンラインで開催し、女性の就労支援を行いました。

令和５年度

令和３年度

事務事業名

454人58人

1回

多様性への理解を深め、互いを認め合う土壌づくりを目的に、市内中学校及び義務教育学校の
生徒を対象としたＬＧＢＴＱ講演会を実施しました。

6回

84人中止

106人

1回

令和６年度

総務費

翌年度繰越額(円)

中止

成果数値

0

令和５年度

執行率
409,277

総務課

(1-1-2)

64.6%
不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

日高市役所にて、８月４日から６日までの３日間で、各日２回ずつ計６回開催しました。

6回

令和６年度令和２年度

繰越除く執行率

決算書頁

64.9%

款

不用額(円)

総務管理費 一般管理費

人権推進事業

項

中止

一般会計

P62

人権啓発研修会の教材等として活用するため、人権啓発ＤＶＤ「母のさがしもの」を購入しまし
た。

1,166,000

(1-1-1)
予算現額(円) 支出済額(円)

中止

0

中止人権啓発講演会開催回数 中止

男女共同参画推進事業

　同和問題をはじめ、家庭内暴力、いじめ、児童、高齢者、障がい者、外国人その他様々な人権問題
の解決に向けて、市民一人一人が人権について正しく理解し、お互いを尊重しながら共生できる社会
の実現を図るため、人権啓発事業を実施しました。

1回

令和４年度 令和７年度

756,723
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○ ＤＶ相談

・ ＤＶ被害者からの相談に応じ、被害者に情報提供及び支援を行いました。

○ ＤＶに関する情報提供と啓発

・

・

・

○ ＤＶ防止に関する講座

・

【成果数値】

○

実施した事業
・

・

【成果数値】

成果数値

26人25人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

相談人数

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 一般管理費 P62
事務事業名 配偶者等からの暴力の防止事業 (1-1-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

183,000 114,290 0 68,710 62.5%

相談者に対してＤＶ被害者支援などの情報を提供するほか、11月の「女性に対する暴力をなく
す運動」期間に合わせて広報ひだかに関連記事を掲載するなど、ＤＶ防止に関する啓発を実施
しました。

「女性に対する暴力をなくす運動」の啓発のため、県のパープルリボンキャンペーンに参加
し、本庁舎１階ロビーにパープルリボンタペストリーを展示（12月25日から１月14日まで）し
ました。

「二十歳のつどい」出席者へデートＤＶ防止啓発カードを配布し、デートＤＶ未然防止の啓発
や相談先の周知を行いました。

執行率 繰越除く執行率

3回

令和２年度 令和３年度

0回

23人 26人 29人

2回2回 1回 0回

(1-2-1)

令和７年度

28人

相互訪問交流実施回数 中止

令和６年度

第16回スポーツ交流事業　選手団派遣（10月17日から10月19日まで 烏山市）
　日高市選手団　21人（小学生選手15人及び引率者６人）

令和７年度

67.1%

烏山市代表団受入れ（11月７日から11月９日まで 日高市）
　烏山市代表団　19人（市長、議長ほか17人）

中止

事務事業名

6,257,000 4,197,117 0 2,059,883

令和４年度

翌年度繰越額(円) 不用額(円)

令和５年度令和３年度

15人

連携会議回数

予算現額(円) 支出済額(円)

1回

平成８年に大韓民国京畿道（キョンギド）烏山（オサン）市と友好都市の提携を結び、29年が経
過しました。この間、両市の代表団による相互訪問や小学生のサッカー親善試合及びホームステ
イによるスポーツ交流事業等を通じ、交流を推進しました。

友好都市交流推進事業

1回

成果数値 令和２年度

中止 中止 中止 1回

1回中止

中学生を対象にデートＤＶ防止講座を開催しました。
期日　７月16日　対象　高麗川中学校　133人
　　　８月27日　　　　高萩北中学校　108人
　　　12月17日　　　　高萩中学校　　 88人

相互スポーツ交流日高市小学生の参加者数 中止 中止 中止 15人

1回1回

23人

相互スポーツ交流実施回数
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○

＜日高市国際交流協会の主な事業内容＞
・ 総会、理事会、正副会長会議、各部会の開催
・ ニュースレターの発行（１回）、会報の発行（１回）
・ 国際文化交流セミナーの開催（２回）、日本語教室の開催（２クラス（木曜、土曜））

○

○

【成果数値】

○

○

○

○

【成果数値】

決算書頁総務課

総務費 総務管理費 一般管理費 P62

一般会計
款 項 目

民族衣装試着体験及び記念撮影者数 中止

日高市国際交流協会と連携して、外国人市民の日本語習得のための学習支援を行うとともに、日
高市民まつりでの展示会、おたのしみ交流会の開催により、外国人市民との交流の場を提供しま
した。また、各イベントの開催にあたっては、ポスターやチラシを作成し、市ホームページや、
市内主要施設の掲示板等にて周知しました。

通訳・翻訳ボランティア活動回数

繰越除く執行率

1,160,000 1,149,000 0 11,000

令和３年度

41人

令和４年度令和２年度

99.1%

中止

126会員

中止

200人

(1-2-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円)

身近な生活の場における国際交流や異文化との相互理解を図るなど市の国際化を推進することを
目的に、市民が主体となって活動する日高市国際交流協会へ補助金を交付しました。

執行率

0件2件

3件 2件

事務事業名 国際交流推進事業

通訳・翻訳ボランティアの派遣に関して、転入・転居・転出にともなう手続き一覧表の英語、ベ
トナム語の翻訳をボランティア２人に依頼しました。

成果数値

20人

中止

5回 2件

中止

2件

39人

240人

36人

0回

中止

中止

262人

44人63人通訳・翻訳ボランティア登録者数

158人

中止

91件

市民参加推進会議開催回数

44件

令和７年度

126会員

令和５年度 令和６年度

128会員

0件

122会員

49件 58件

令和３年度

2回2回

市民参加手続件数

2回 2回

9件 6件

令和７年度令和５年度

1回

令和６年度

3回

不用額(円)

市民参加手続を実施した計画等

日高市市民参加推進会議は、市民公募による２人を含めた８人の委員により構成され、令和７年
度は11月、２月の計２回開催しました。

令和４年度

翌年度繰越額(円)

113,000129,000 0

ホームステイ受入件数

予算現額(円)

1件

16,000 87.6%

日高市市民参加条例に基づき、条例の運用状況や市民参加の推進に関する事項を審議する日高市
市民参加推進会議を開催しました。

国際交流協会会員数（個人・法人・団体） 131会員 131会員

日本語教室参加者数（年間延べ人数） 77人 264人

執行率

事務事業名

支出済額(円)
市民参加推進事務

会議では、市の基本的な事項を定める計画の策定又は改廃などの際に実施する市民参加手続の実
施状況について報告するとともに、市民への周知方法等について意見をいただきました。

成果数値 令和２年度

新規又は改訂を予定する19の計画等について、市民コメント、審議会等、市民アンケートなどの
市民参加手続を実施しました。

(7-24-1)
繰越除く執行率
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○

　

○ 人事給与情報総合システムの活用により、人事給与管理を円滑かつ適正に実施しました。

・ ハードウェア、ソフトウェア賃貸借料　　　　　 2,171,907円

○

　

職員採用試験結果

○

・ 厚生制度事業計画の主な実績

 日高市職員安全衛生管理規程に基づき実施

 実 施 日：10月９日、10日、24日　

 受診者数：373人（上記日程以外の個別受診者を含む。）

　

 受診者数：４人

 業務上、血液や体液に接触する可能性のある職員に実施

 抗体検査者数：12人  ワクチン接種者数：10人

○

【成果数値】

37.5% 2.7倍事務職（福祉） 9人 1人 8人 3人 88.9% 

事務事業名

6,071,000 5,452,675 0 618,325

 産業医による健康相談を実施

定期健康診断

健康相談

89.8%

職員の人事記録、給与管理及び職員採用試験など人事管理業務全般について必要な経費に係る事
務を適正に執行し、効率的な人事管理を行いました。

繰越除く執行率

職員福利厚生事務 (7-25-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率

退職等による欠員を補充し、かつ、質の高い行政サービスを提供していく上で必要となる優秀な
人材を確保するため、職員採用試験を実施しました。

6,929,000 4,657,611 0 2,271,389 67.2%

事務事業名 人事給与関係事務 (7-25-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 一般管理費 P62

採用職種
申込者数 棄権者数 受験者数 採用者数 受験率 合格率 競争倍率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｄ Ｃ／Ａ Ｄ／Ｃ Ｃ／Ｄ

事務職（一般） 90人 9人 81人 14人 90.0% 17.3% 5.8倍
事務職（一般・民間等経験者） 31人 4人 27人 5人 87.1% 18.5% 5.4倍

事務職（情報処理） 1人 0人 1人 0人 100.0% 0.0% 

保健師 6人 0人 6人 2人 100.0% 33.3% 3.0倍

 実 施 日：２月２日、12日

令和６年度

本庁舎及び出先機関の職場巡視、衛生管理者だよりの発行、常備薬の管理及びストレスチェック
の実施等のメンタルヘルス対策を行いました。

成果数値

Ｂ型肝炎ワクチン接種

地方公務員法第42条の規定に基づく、厚生制度の事業計画を作成し、定期健康診断等を実施しま
した。

373人

令和７年度令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

378人 384人 396人 386人

健康相談受診者数 31人 11人 8人 9人 ４人 ４人

定期健康診断受診者数 390人

10人Ｂ型肝炎ワクチン接種者数 4人 5人 10人 10人 ６人
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○

　

　 　新規採用職員～部長級    人
　法令研修等（ｅラーニングを含む）　　 人
　講師養成研修　 人
　普通救命講習会 人
　交通安全講習会　 人

人

人

人

人

○ 日高市職員資格取得等支援補助金制度

　

【成果数値】

○

○

【成果数値】

※ 長期間の貸出しを行っている各施設掲揚用の国旗・市旗の貸出分の更新を含みます。

383

派遣研修 研修機関等

自主研修 調査研究 　自主研究グループ 16

　政策形成研修等（ダイアプラン） 10

※16枚

9枚

※19件国旗・市旗貸与枚数

0枚

※20枚 ※21枚

4枚国旗・市旗廃棄枚数 5枚

※30枚 ※20枚

6枚 13枚 6枚

令和５年度 令和６年度

17,194 98.1%

国旗及び市旗について、尊厳と品位を損なわないよう適正に管理し、貸与しました。

国旗・市旗購入枚数

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和７年度令和４年度

10枚 0枚 17枚

0

0枚 20枚

成果数値 令和２年度

0円 0円

補償対象件数 0件 0件 0件

繰越除く執行率

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

市の施設の不備及び業務上の過失に起因する損害賠償責任等に対応するため、保険に加入し、事
故等があった場合に備えました。

918,000 900,806

3人

職員研修参加者数（延べ）

事務事業名 総務管理事務 (7-25-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率

資格取得等支援補助利用者数 3人 2人 ― 8人 0人

1,348,000 1,155,432 0 192,568

職員研修対象者数

1,605人

379人

一般研修

階層別研修 277

執行率 繰越除く執行率

676人 660人 1,035人 1,045人 983人

881

2

17

385人 388人

　市町村アカデミー、駿河台大学大学院等 8

職務に関連する資格の取得を奨励することにより、業務能力や市民サービスの向上を図るため、
職員が資格試験に合格又は資格を更新した際に補助金を交付しました。

地方公務員法第39条第１項及び第２項の規定に基づき、職員の勤務能率の発揮及び増進のために
必要な研修等を実施し、職務遂行能力の向上と人材育成に努めました。

388人 381人

　ゲートキーパー養成研修 11

決算書頁
総務費 総務管理費 一般管理費 P62

85.7%
支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円)

事務事業名

その他研修

総務課

一般会計
款 項 目

専門研修

職員能力開発事務 (7-25-1)
予算現額(円)

0件

0円補償金支払額 0円 0円 0円

0件 0件

379人
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○

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【成果数値】

○

○ こどもの人権ＳＯＳミニレター

・

・

【成果数値】

相談件数は３件で、子どもたちから寄せられた全てのミニレターに返信し、悩みごとの解決に
寄与しました。

令和６年度

人権相談事業

令和５年度

人権相談（毎月第３金曜日の定例相談、６月３日の特設相談）
相談件数は５件で、相談内容は近隣関係、職場の人間関係などに関することでした。

成果数値 令和２年度

事務事業名

491,000 487,200

人権相談回数 中止 8回 13回 13回 13回

人権相談件数 中止

13回

657,805

4件 8件 3件

58人

5件 5件

項 目

18人 58人

3,800

平和啓発事業 (7-25-1)
予算現額(円) 支出済額(円)

0

676,000

　人権侵害を受けた場合の救済に向けた適切な措置、法務局への伝達及び人権擁護思想の普及啓発の
ため、人権相談事業を行いました。
　所沢人権擁護委員協議会で「こどもの人権ＳＯＳミニレター」を各小・中学校及び義務教育学校に
配布し、人権擁護委員が子どもたちから寄せられた全ての悩みごとに返信しました。また、花を育て
る活動を通じ、生命の尊さを実感し、思いやりや感謝の心を育む「人権の花運動」を、市内の小学校
及び義務教育学校で実施しました。

99.2%

不用額(円)

令和３年度

0 18,195

P62

繰越除く執行率

総務課

一般会計
款

予算現額(円) 支出済額(円)

決算書頁
一般管理費総務費 総務管理費

派遣事業への応募者数 中止 中止 中止

令和５年度

終戦記念日に合わせて、図書館にて平和ポスター展を開催しました。写真を通して、訪れた市民
の平和に対する意識の啓発を図ることができました。

翌年度繰越額(円) 不用額(円)

令和７年度

事務事業名

「こどもの人権ＳＯＳミニレター」は、身近な人にも相談できずにいる子どもたちの「いじ
め」等に関する悩みごとを把握し、学校や関係機関と連携しながら、子どもをめぐる様々な人
権問題の解決を図るもので、市内の小・中学校及び義務教育学校の児童生徒に配布しました。

令和４年度

執行率 繰越除く執行率

(7-25-4)

広島市主催の平和記念式典に、小学校及び義務教育学校の６年生６人を派遣しました。結団式か
ら式典当日、派遣児童の感想文や報告会までの事業全体の様子をまとめ、市ホームページに掲載
し、広く周知しました。

執行率翌年度繰越額(円)

97.3%

令和７年度成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度
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○ 行政相談

・

・

○

　 ・

【成果数値】

○ 法律相談

・ 相談件数は185件で、相談内容は相続、夫婦関係、金銭問題などに関することでした。

【成果数値】

近隣４市（飯能市、狭山市、入間市、日高市）の行政相談委員が行政相談活動に関する研究を
行う実務研究会（講演、事例研究）に参加し、相談業務における質の向上や情報共有による相
互理解を図りました。

11月８日の日高市民まつり（１日目）の来場者に、行政相談に関する啓発物品を配布しまし
た。

相談件数は６件で、相談内容は土地、道路、区、自治会などに関することでした。

185件

相談件数 10件 9件 9件 6件 8件

24回 24回 24回 24回

相談件数 177件 188件 194件 184件 191件

24回

　市民の悩みごとや心配ごとなど諸問題の解決を図るため、毎月第１木曜日と第３金曜日に弁護士に
よる無料法律相談を行いました。

1,344,000 1,344,000 0 0 100.0%

相談回数 23回

予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

12回 12回 12回 12回

事務事業名 法律相談事業 (7-25-4)

6件

相談回数 6回

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

7回

　行政相談委員法に基づき総務大臣が委嘱した２人の行政相談委員により、毎月第３金曜日に行政相
談を実施しました。

令和７年度

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

奥武蔵行政相談実務研究会

119,000 118,620 0 380 99.7%

事務事業名 行政相談事業 (7-25-4)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 一般管理費 P62
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○

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【成果数値】

本庁舎で使用しているコピー機等の事務機器の契約や文書の発送等について、一元的な管理を行
い、事務の効率化を図りました。

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

8台 8台 8台

2台印刷機設置台数　（本庁舎） 2台 2台 2台 2台 2台

8台

37,114,000 30,448,318 0 6,665,682 82.0%

コピー機設置台数（本庁舎） 8台 8台

事務事業名 文書発送・送達等管理事務 (7-24-3)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 文書広報費 P74
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○

・ 円

・ 日高ボランティアネット運営経費及びボランティア団体の交流会経費 円

【成果数値】

○

＜日高市コミュニティ協議会の主な事業内容＞

・ 総会の開催及び役員会の開催

・ かわせみ賞の贈呈（５月）　　

・ コミュニティ掲示板の設置（３月） 新規設置１か所　

・

○

・

【成果数値】

凧づくり教室及び第39回手づくり凧揚げ大会の開催
　凧づくりや凧揚げを通して人と人とのふれあいを深めるとともに、青少年の健全育成及び市
民のふるさと意識の醸成を図りました。
凧づくり教室（12～翌１月）参加者　　　：合計　201人
手づくり凧揚げ大会（２月）参加者総数　：約　  300人

ボランティア団体に対する補助金

ボランティア活動支援補助件数
1,005,914円

11件
1,147,000円 1,274,000円

13件 16件 19件

3,050,000

登録ボランティア団体数 98団体 103団体 108団体

ボランティア交流会等参加者数 中止 中止 中止

不用額(円)

252,500

113団体 117件

令和５年度

ボランティア活動支援補助額 1,300,000円

成果数値 令和２年度

1,133,500円

13件

執行率 繰越除く執行率支出済額(円) 翌年度繰越額(円)

291人 177人

中止 中止 250人

109団体

一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニティ助成事業について、申請事務等を県を経
由して行い、次の団体へ助成金を交付しました。

成果数値 令和２年度 令和３年度

3,052,000 0

令和６年度

250人 300人 300人

2,000 99.9%

豊かな地域社会の形成を図り、住み良いふるさとをつくることを目的として、日高市コミュニ
ティ協議会に補助金を交付し、コミュニティ活動を推進しました。

受賞者：個人８人、団体２

令和７年度

手づくり凧揚げ大会参加者数

令和４年度 令和５年度

321人

ボランティア交流会等開催回数 中止

事務事業名 コミュニティ組織育成事業 (7-24-2)
予算現額(円)

1,005,914 0 294,086 77.4%

50回

令和３年度 令和４年度

中止

753,414

繰越除く執行率

中止 98回 50回

令和７年度

14件
1,278,000円

令和６年度

地域社会におけるボランティア、市民活動の振興を図るため、日高市社会福祉協議会に対し、ボ
ランティア活動等振興事業補助金を交付しました。

1,300,000

P92
事務事業名 ボランティア活動等支援事業 (7-24-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率

高麗川区自治会…助成額2,500,000円、テーブル他コミュニティ活動備品の整備

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 諸費
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○

・ 区長謝金 均等割　90,000円×78区＝7,020,000円

世帯割　550円×17,879世帯＝9,833,450円

合　計　16,853,450円

・ 区運営交付金 均等割　40,000円×73区＝2,920,000円

世帯割　470円×17,879世帯＝8,403,130円

合　計　11,323,130円

・ 区長会補助金　　　　　　418,000円

【成果数値】

○

・日高市コミュニティ施設特別整備事業補助金

【成果数値】

合計

3件 2件集会施設整備補助件数 5件 3件 2件 3件

75か所 75か所 75か所

補助事業名 事業内容 補助額

台自治会館改修事業 外壁塗装工事、屋根補修工事 458,000 円

75か所

845,000 円

75か所

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

集会施設数 75か所

845,000 845,000 0 0

平沢上組区公会堂外壁塗装事業 外壁塗装工事

地域住民の活動の拠点となる集会施設の整備を図り、地域社会活動を推進するため、地区団体の
計画に基づき、下記事業に対する補助金を交付しました。

100.0%

387,000 円

事務事業名 コミュニティ施設整備補助事業 (7-24-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

28団体

世帯数 18,870世帯 18,757世帯 18,506世帯 18,367世帯 18,090世帯 17,879世帯

認可地縁団体数 23団体 23団体 25団体 26団体 28団体

令和７年度

団体数 79団体 79団体 79団体 79団体 78団体 78団体

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

市行政の円滑な推進を図り、自治会活動推進と地域コミュニティの活性化を支援するため、謝金
及び交付金等を交付しました。

32,045,000 30,112,580 0 1,932,420 94.0%

事務事業名 自治組織及び自治団体育成事業 (7-24-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 諸費 P92
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○

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自衛官の募集事務は、自衛隊法第97条に基づく法定受託事務で、市が自衛官の募集に関する事務
の一部を行いました。

広報ひだかへの掲載や、市施設へのポスターの掲示などを随時行いました。広報ひだかには、４
月、６月、８月、10月、12月、２月、３月の７回、自衛官募集の記事を掲載しました。このほ
か、二十歳のつどいにおいて自衛官募集のパンフレットを配布しました。

32,000 0 0 32,000 0.0%

事務事業名 自衛官募集事務 (7-25-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

総務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 諸費 P92
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総務部

危機管理課
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○

○

○

○

○

【成果数値】

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特殊詐欺被害防止策として、防犯機能付き電話機器の購入費用の一部助成を行いました。（122
件）

地域防犯カメラ設置に係る費用助成（５団体）に加えて、青色防犯灯装着車パトロールの実施団
体（３団体）に対し、車両維持管理費の助成を行い、地域における防犯活動を促進しました。

防犯カメラを内蔵した自動販売機（みまもり自動販売機）の民間事業所への設置を促進しまし
た。（民間事業所１台）

市内鉄道駅周辺の防犯力強化を図るため、駅周辺に街頭防犯カメラを新たに２台設置し、犯罪行
為等の抑止に努めました。（平成27年度：高麗川駅前、令和３年度：台交差点、猿田交差点、高
萩交差点、令和４年度：久保交差点、北平沢運動場交差点、国道407号バイパス交差点、令和６年
度：武蔵高萩駅前（２台）、高麗駅前、令和７年度：武蔵横手駅、高麗川駅東口）

埼玉県基地対策協議会及び防衛施設周辺整備全国協議会を通じて、航空機騒音の軽減、防音工事
の補助対象区域の拡大等を北関東防衛局や関係省庁に要望しました。

52,000 51,000 0 1,000 98.1%

事務事業名 基地対策関係事務 (7-25-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

市内の自主防犯活動を実施する団体に対し、防犯ジャンパー等の防犯用品を支給し、その活動を
支援しました。また、事故等による損害を補填するため、団体傷害保険に加入しました。

3団体

成果数値 令和２年度

青色防犯灯装着車によるパトロール実施団体数 3団体 3団体 3団体 3団体

防犯啓発事業 (2-8-3)
予算現額(円)

3団体

令和７年度令和３年度 令和４年度 令和５年度

不用額(円)

令和６年度

一般会計
款 項

5,563,000 4,978,098 0 584,902 89.5%

総務管理費
事務事業名

目 決算書頁
総務費

支出済額(円)

諸費

翌年度繰越額(円)

P92

執行率 繰越除く執行率

危機管理課
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※令和６年度からの繰越明許費を含んでいます。

○

○

○

【成果数値】

○

○

○

〇

〇

【成果数値】

65か所 65か所 65か所

24,187,000

21人

戸別受信機総配布台数 67台 189台
第三級陸上特殊無線技士免許所持者 17人

全国瞬時警報システム（Jアラート）受信機について、防災気象情報体系の見直しに伴い、市町村
で一律に配信されていた情報を、地域単位に細分化して配信可能となるシステムに対応した新型
受信機へ更新しました。

防災行政無線（固定系・移動系）の維持管理を行いました。

不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

(2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円)

18人 19人 20人

令和６年度

20人

65か所

令和３年度

119台 152台 188台

屋外行政無線総箇所数 65か所

20,587,018 0 3,599,982 85.1%

令和７年度

防災行政無線（固定系）の放送内容を市ホームページに掲載したほか、携帯電話やスマートフォ
ンなどに配信しました。

成果数値 令和２年度

189台

令和４年度 令和５年度

65か所

13,200㍑

備蓄食糧数量 22,320食

事務事業名 防災情報伝達システム整備・維持管理事業

備蓄飲料数量 13,308㍑ 13,308㍑ 13,200㍑

85.1%

台風等接近の際は、職員動員計画に基づき対応に当たりました。
令和６年台風第10号の影響により被災された世帯に対して、県を通じて「埼玉県・市町村生活支
援金（加算金）」を支給しました。

成果数値

21,510食

令和７年度

災害対応出動回数 3回

令和２年度 令和３年度 令和４年度

2回 6回 1回

13,200㍑ 13,200㍑

令和６年度令和５年度

92,787,000 74,548,300 5,225,000 13,013,700 80.3%

事務事業名 災害対応事業 (2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 執行率 繰越除く執行率

危機管理課

一般会計
款 項 目 決算書頁

埼玉県衛星系防災行政無線の更新工事に伴う負担金を支払いました。

移動系防災行政無線局に係る再免許申請を行いました。

災害対応

国の「新しい地方経済・生活環境創生交付金」を活用し、トイレカー・給水車・パーテーショ
ン・ポータブルベッド・貯水タンク・段ボールベッド・防災倉庫の整備を行いました。
また、市独自に乳幼児用備蓄品（液体ミルク・紙おむつ）の整備を行いました。

防災資機材の拡充

災害時協力井戸登録制度の整備

7回

【令和８年度への繰越明許費】
　・消耗品費（繰越額　4,125,000円）、庁用備品（繰越額　1,100,000円）

21,700食

4回

大規模災害発生時における生活用水確保の手段の一つとして、災害時協力井戸登録制度を整備し
ました。（令和７年度登録件数：22件）

22,460食 21,900食 21,000食

総務費 総務管理費 防災費 P96

翌年度繰越額(円) 不用額(円)
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○

【成果数値】

○

【成果数値】

防災訓練参加者数 中止 中止 127人 281人

安否確認訓練参加行政区 中止

745人 12,095人

中止 75区 76区 ―

1,080,000 828,954 0 251,046 76.8%

74区

29か所

事務事業名 防災啓発事業 (2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率

1回

成果数値 令和２年度

繰越除く執行率

指定避難場所数 29か所 29か所 29か所 29か所 29か所

防災会議開催回数 0回 0回 1回 0回 0回

令和６年度

312,000 88,000 0 224,000 28.2%

令和７年度令和３年度

日高市地域防災計画の修正に向け、防災会議を開催し、委員へ修正を予定している事項の説明を
行いました。

事務事業名 防災計画等推進事務 (2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

危機管理課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 防災費 P96

総合防災訓練として安否確認訓練、災害対策本部設置訓練・会議、避難所開設訓練を実施し、災
害時の市民の安否を確認する手順を実践しました。また、能登半島地震等の近年発生した災害を
踏まえ、災害時に避難者が主体となる避難所開設・運営をテーマとして実施し、地域の防災力の
向上を図ることができました。

令和４年度

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

令和５年度
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○ 日高市自主防災組織活動補助金の交付

自主防災組織の活性化や育成を図ることを目的に、補助金を交付しました。

・ 自主防災組織設立等補助金 交付件数 1件 交付額

・ 自主防災訓練補助金 交付件数 91件 交付額

○ 自主防災組織リーダー養成講座の実施

【成果数値】

○

○

○

＜設置場所＞

【成果数値】

高麗・高麗川・高萩の３地区で自主防災組織から推薦された方を対象にＨＵＧ（避難所運営
ゲーム）を実施しました。

54か所

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）整備・維持管理事業

6,813,000 932,730

61か所ＡＥＤ設置箇所数 57か所 57か所

令和４年度 令和５年度令和３年度 令和６年度

58か所 56か所

令和７年度成果数値 令和２年度

市民の生命の安全を確保するため、公共施設やコンビニエンスストアに配置したＡＥＤの維持管
理を行いました。

市役所(１)、日高市文化体育館「ひだかアリーナ」(２)、生涯学習センター(１)、
日高市総合福祉センター「高麗の郷」(１)、子育て総合支援センター(１)、
浄化センター(１)、小・中学校及び義務教育学校(屋外設置用含む)(18)、保育所(３)、
学童保育室(７)、公民館(６)、日高総合公園(１)、市民プール(開場期間中)(１)、
高麗郷民俗資料館(１)、高麗郷古民家(１)、巾着田管理事務所(１)、
コンビニエンスストア(15)
計61か所

5,880,270

校外活動時の持ち出しによる校内ＡＥＤの利用不可に対処するため、各小・中学校及び義務教育
学校へのＡＥＤ増設を行いました。

休日等でもＡＥＤを利用できるようにするため、屋外用ＡＥＤ収納ボックスを設置しました。

自主防災組織率

(2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円)

事務事業名

執行率 繰越除く執行率

100%

75団体

86.3%

100%

自主防災組織活動補助金 520,700円 155,200円 1,648,900円 1,652,500円 1,330,206円 1,803,700円

不用額(円)

100%

1,776,000円

100% 100%

自主防災組織数 76団体 76団体 76団体 76団体

71.4%

100%

総務管理費

成果数値

事務事業名 自主防災組織等活動支援事業 (2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円)

0

繰越除く執行率

項 目

75団体

総務費

令和７年度

防災費 P96

734,079

款

27,700円

決算書頁

令和２年度

危機管理課

一般会計

執行率
2,565,000 1,830,921
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○

【成果数値】

○

【成果数値】

1人

被災地への職員派遣はありませんでした。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

―被災地派遣人数 ― ― ―

令和７年度

3,000 0 0 3,000

2人

0.0%

成果数値 令和２年度 令和３年度

予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

510人

成果数値 令和２年度

事務事業名 被災地支援事業 (2-8-1)

避難行動要支援者名簿同意者数 767人 675人 659人 659人 683人

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

607,000 519,272 0 87,728 85.5%

令和７年度

災害時に自力での避難が困難な人から事前に同意を得て、避難行動要支援者同意者名簿を作成
し、災害時の適切な避難誘導に備えました。

事務事業名 避難行動要支援者支援事業 (2-8-1)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

危機管理課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 総務管理費 防災費 P96
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○

【成果数値】

常備消防費 P210

執行率 繰越除く執行率

危機管理課

一般会計
款 項 目 決算書頁

消防費 消防費

救急車出動件数 2,415件 2,510件

事務事業名 埼玉西部消防組合事務

3,147件 3,279件

常備消防業務を担う埼玉西部消防組合に対して、人件費、消防車両等機材の維持管理費、庁舎の
維持管理費、研修費等として、負担金を支出しました。

(2-8-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円)
805,809,000 805,808,794 0 206 99.9%

救急車搬送人数 2,185人 2,201人 2,295人 2,698人 2,790件

令和６年度 令和７年度

2,790件

2,630件

3,044件

482件 611件 682件 617件

14件

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

349件消防車出動件数 370件

出火件数 18件 21件 25件 27件 22件

-53-



9 1 2

○

○ 日高市消防団の主な事業内容

・ 辞令交付式 ４月５日

・ 日高市防災訓練 ８月31日

・ 全分団訓練（１回目） 10月19日

・ 特別点検及び日高市消防団設立70周年記念事業 11月15日

・ 歳末特別警戒 12月26日から12月28日まで

・ 出初式 １月11日

・ 全分団訓練（２回目） ３月15日

【成果数値】

○

【成果数値】

※ 令和２年度の更新施設及び車両欄に記載した１台は、更新した第２分団のポンプ車両。

※

※ 令和５年度の更新施設及び車両欄に記載した１台は、更新した第５分団のポンプ車両。

令和６年度

消防費 消防費 非常備消防費 P210

令和７年度成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度

翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

危機管理課

一般会計
款 項 目 決算書頁

3人

501人

地域の消防防災体制の充実を図るため、火災や大規模災害時に大きな役割を担う消防団の活動に
必要な支援を行いました。

成果数値

事務事業名 消防団事務 (2-8-2)
予算現額(円) 支出済額(円)

10人

5人 4人 18人 10人

令和６年度

199人

528人

3,287人

1,927人

7人

748人

45,973,000 38,500,899 0 7,472,101

559人

1,219人 1,967人 2,898人

(2-8-2)

83.7%

9台 9台

3人

消防団施設等維持管理事業
予算現額(円)

消防団車両数（自動車） 9台

支出済額(円)

退団者数

令和５年度

5人 4人 18人7人

入団者数

翌年度繰越額(円)

122人

219人

火災出動延べ人数 589人

訓練出動延べ人数

執行率 繰越除く執行率

事務事業名

9台

不用額(円)

9台

1,721人

令和７年度

260人 194人 608人

125人

90.8%

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

7台 7台

1,158人 1,613人 1,918人

9台

消防団車庫・詰所数 6か所 6か所 6か所

2,069人

消防団の持つ消防力が発揮できるよう消防団車両や詰所の維持管理を行いました。

2,587,000 2,348,393 0 238,607

―

消防団車両数（バイク） 7台 7台

2,045人

その他の災害・警戒出動延べ人数 298人

6か所 6か所 6か所

令和４年度の更新施設及び車両欄に記載した１台は、更新した第１分団の可搬ポンプ積載車。

7台

その他出動延べ人数

7台

更新施設及び車両 1台 ― 1台 1台 ―
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税務課
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○

　

相談延べ件数

・ 相続税に関する相談 件

・ 不動産の取得に関する相談 件

・ 贈与税に関する相談 件

・ 土地などの譲渡所得に関する相談 件

・ その他（確定申告に関すること等） 件

【成果数値】

○

　

・ 課税（非課税）証明 件

・ 所得証明 件

・ 営業証明 件

・ 納税証明 件

・ 土地・家屋評価証明 件

・ 公課証明 件

・ 住宅用家屋証明 件

・ 名寄台帳 件

・ 台帳 件

・ その他 件

○ 令和４年10月からキャッシュレス決済を開始しました。（令和７年度実績1,293件)

【成果数値】

税務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 徴税費 税務総務費 P100
事務事業名 税務相談事業 (7-25-4)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

50,000 50,000 0 0 100.0%

令和７年度

17

関東信越税理士会川越支部との連携による税務相談を全10回開催し、市民が抱える税に関する悩
みや困りごとの解決に向けて、税理士による無料相談を実施しました。

21

39件 51件 55件 65件

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

61件

成果数値 令和２年度

事務事業名 税務証明事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 執行率 繰越除く執行率

2,266,000円 2,296,000円 2,300,800円 2,326,400円

令和６年度 令和７年度

課税（非課税）証明、納税証明及び土地・家屋評価証明などの各種証明書を発行しました。ま
た、条例に基づき手数料を徴収しました。

不用額(円)

11,195件

11,251,000 11,204,013 0 46,987 99.6%

2,185,400円

4,651

16

1,386

各種証明件数 12,217件 11,987件 11,812件 11,390件

2,673

相談件数 50件

295

10,382件

税務証明手数料収入額 2,291,700円

令和４年度 令和５年度

0

7

8

8

13

成果数値 令和２年度 令和３年度

600

208

540
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○ 各種協議会等に参加しました。

協議会等 構成団体

県市町村税務協議会 埼玉県内市町村

県市町村軽自動車税事務協議会 埼玉県内市町村

西部地区都市税務事務連絡協議会 西部地区11市

川越地区税務協議会 川越税務署、川越県税事務所、飯能県税事務所

及び川越地区９市町
資産評価システム研究センター実施事業 全都道府県及び市区町村ほか

○

　

税務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 徴税費 税務総務費 P100
事務事業名 税務事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

個人市民税、法人市民税、軽自動車税、固定資産税、都市計画税の過誤納金に対する還付金等の
支払いを行いました。

39,038,000 33,508,416 0 5,529,584 85.8%
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○

○

○

○

○

○

【成果数値】

○

○ 法人の設立、変更、廃止等の届出に基づき、課税基礎データの管理を行いました。

○

【成果数値】

令和５年度

申告受付件数 3,377件

翌年度繰越額(円)

3,412件

2,904,640,404円

法人市民税賦課事務
執行率

2,970,249,970円

令和６年４月１日以降開始の事業年度から法人市民税（法人税割）の税率を6.0％から8.4％に一
部改正したことにより、令和７年度の課税額が増加しました。

2,902,435,514円個人市民税課税額 2,968,926,036円

98,230 0 60,770

事務事業名

2,744,752,433円

601社

令和６年度

令和６年度

602社

令和７年度

603社

3,111,229,010円

1,442社

424,519,200円 500,918,900円

法人税割納税義務者数

法人市民税課税額 424,886,900円 452,734,000円

1,391社 1,397社

463,376,800円

571社 582社 588社

(7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円)

令和２年度

159,000

繰越除く執行率

61.8%
不用額(円)

市内に事業所を有する法人等を対象に、その決算時期に応じて申告書を送付しました。また、申
告に基づき、調定を行いました。

成果数値 令和３年度 令和４年度

1,467社1,432社均等割納税義務者数 1,372社

716,531,000円

令和７年度令和５年度

29,597人

4,220件 3,468件3,640件 3,262件

29,147人28,844人

法令に基づき、申告書、給与支払報告書、公的年金等支払報告書などの資料を基に、個人市民
税・県民税及び森林環境税の課税を行い、納税義務者及び特別徴収義務者に納税通知書を発送し
ました。

制度改正に伴い、システムを改修しました。

納税義務者数 28,623人 28,559人 28,734人

0 4,543,809

労働者派遣契約（当初課税事務補助委託料）（3,339,134円）を執行しました。

28,272,000 23,728,191 83.9%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

申告会場設営業務（2,048,200円）を執行しました。

コールセンターを設置し、申告の事前予約を受け付けました。

成果数値

令和８年１月より、ｅＬＴＡＸ個人住民税電子申告システムによる申告受付を開始しました。

事務事業名 個人市民税賦課事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

税務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

P104総務費 徴税費 賦課徴収費
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○ 固定資産税及び都市計画税の賦課

・

○

○

【成果数値】

○

　

○ 所有者の死亡及び市外転出による名義変更、住所変更、廃車手続の通知を送付しました。

【成果数値】

法令に基づき、市内に所在する土地、家屋及び償却資産に固定資産税の課税及び市街化区域に
所在する土地及び家屋に都市計画税の課税を行い、納税通知書を発送しました。

固定資産税標準宅地に係る鑑定業務（時点修正・本鑑定）を執行しました。

登記情報連携システムを使用し、固定資産税賦課システムに法務局からの登記情報のデータ取り
込みを実施しました。

成果数値 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和６年度

23,334件

令和３年度 令和４年度

令和７年度

23,408件

184,874,300円162,499,400円 171,183,200円 177,714,800円 180,858,600円

成果数値 令和２年度

令和５年度

課税件数（種別割） 22,218件 22,339件 22,748件 23,461件

軽自動車税課税額（種別割） 157,129,500円

令和５年度 令和６年度

法令に基づき、原動機付自転車、軽自動車及び二輪の小型自動車等を所有する者に軽自動車税の
課税を行い、納税通知書（種別割）を発送しました。

4,281,000 3,289,866 0 991,134 76.8%

令和７年度

事務事業名 軽自動車税賦課事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

346,715,200円

都市計画税納税義務者数 12,626人 12,715人 12,735人 12,752人 12,784人 12,798人

都市計画税課税額 333,177,400円 323,128,400円 328,290,400円 332,019,300円 334,618,200円

4,390,342,600円

固定資産税納税義務者数 23,452人 23,675人 23,580人 23,644人 23,675人 23,683人

固定資産税課税額 4,056,852,500円 3,907,246,500円 4,114,394,700円 4,066,576,800円 4,199,780,100円

64,311,000 57,584,894 0 6,726,106 89.5%

事務事業名 固定資産税等賦課事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

税務課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 徴税費 賦課徴収費 P104

-59-



-60-



総務部

収税課
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2 2 1

○ 還付手続

・

件 円

件 円

件 円

件 円

○ 研修への参加

・ 徴収事務に必要な研修会に参加しました。

市町村税徴収事務担当者研修会（差押等）　２人

市町村税徴収事務担当者研修会（処分停止）　２人

市町村税徴収事務管理監督者研修　１人

【成果数値】

（※）22節償還金、利子及び割引料からの支出

令和７年度

還付（※）件数 23件 12件 12件 22件 11件 25件

成果数値 令和２年度 令和６年度

軽自動車税 ９ 68,700

計 25 268,700

固定資産税及び都市計画税 ８ 59,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度

63.4%

市税の二重納付などのうち、納付年度内に還付することができなかった過誤納金等を還付
（※）しました。

市・県民税 ８ 140,500

(7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円)

142,905円 443,300円 194,400円 268,700円

427,000

総務費 徴税費

還付（※）金額 282,200円 235,400円

事務事業名 収税事務

270,620 0 156,380

税務総務費 P100

執行率 繰越除く執行率

収税課

一般会計
款 項 目 決算書頁
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○

○ 休日窓口をはじめ、延長窓口や臨時開庁を設け、市税の収納や納税相談を行いました。

・ 利用者数 人

・ 延長窓口（毎週火曜日午後５時15分から午後７時まで） 利用者数 人

・ 臨時開庁（４月の第１日曜日、３月の最終土曜日） 利用者数 人

※ ４月６日：５人、３月28日：４人

○

【成果数値】

○ 地方税法に基づき、納期限までに市税を完納しない納税者等に対し、督促状を発しました。

市民税（個人・法人） 通 軽自動車税（種別割） 通

固定資産税・都市計画税 通 （参考）国民健康保険税 通

○ 滞納者に対し、差押を執行しました。

給与 件 不動産 件

　 債権 件 （預金150件、国税還付金31件、生命保険３件、その他１件）

○ 滞納者に対し、催告書を送付しました。

○ 納税コールセンター（１人）を設置し、滞納者に納付催告を行いました。

件

【成果数値】

収税課

一般会計
款 項 目 決算書頁

総務費 徴税費 賦課徴収費 P104
事務事業名 市税収納管理事務 (7-26-2)
予算現額(円) 支出済額(円) 翌年度繰越額(円) 不用額(円) 執行率 繰越除く執行率

70人

64,147件

22,281,000 18,294,481 0 3,986,519 82.1%

72,366件

98.5%

78,842件口座振替納付件数 80,478件

コンビニエンスストア納付件数

160人

令和７年度

配当金額（差押等の受入金） 17,145,441円

翌年度繰越額(円)

191人 156人 95人
（注）令和５年度までのスマートフォン決済は、コンビニエンスストア納付件数に含まれています。
　　　令和６年度からのスマートフォン決済及びクレジットカード納付は、ｅＬ-ＱＲ納付に含まれています。

1,361件

0 477,817 76.6%
不用額(円) 繰越除く執行率執行率

7,349

月

170件 193件 281件

電話発信件数

56件 1,079件

211

30,634,129円

2,006

6,645

334件

14,145通

51,642,834円17,461,098円 44,298,203円

14,387通

２月

令和４年度

43件

督促（状）数 14,127通 14,074通 13,734通

３月

26件

33,654,911円

差押件数 197件

６月

261件

6,025

977件

合計

令和７年度

11

１月

65

1,541件

185

クレジットカード納付件数

８月 ９月

予算現額(円)
2,044,000 1,566,183

口座振替、コンビニエンスストア納付や地方税統一ＱＲコード（ｅＬ-ＱＲ）を利用した納付など
各種の納付方法を用意し、市税（国民健康保険税を含む。）を収納しました。

支出済額(円)

1,806件 4,969件982件

98.5%

(7-26-2)

休日窓口の利用者数 201人

事務事業名

98.5%

14,676通

成果数値

11月

令和６年度令和２年度 令和３年度

件数

77,282件

60,864件

令和６年度

令和５年度

収入した市税を確認するとともに還付や充当処理を行うなど、適正な収納管理を行いました。

75,075件

令和５年度

72,134件

令和４年度

市税滞納整理事務

令和２年度成果数値

98.4%98.0%97.6%市税の収納率

1,390件

令和３年度

48,662件 53,638件

－－

61,463件62,662件 58,304件 58,082件

70

152

９

休日窓口（３月を除く月末の日曜日午前８時30分から正午まで）

61,416件

1,008件
地方税統一ＱＲコード納付件数（ｅＬ-ＱＲ納付） － － －
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